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背景 

電気電子廃棄物（e-waste; Electronic waste）の産出量は驚異的で，地球規模では 2014 年には推定

4180 万トンにのぼるという。多くの非公式１）e-waste リサイクリングは低所得から中所得の多くの

国々にとって大変必要とされる収入源である。しかし低開発国における取扱いと処理はしばしば安全性

が低く，汚染された環境に導いてしまう。粗末な野放しにされた加工処理は結果としてそれに続く有害

な化学物質の曝露を引き起こし，女性と子供を含む脆弱な住民に襲いかかる。それにもかかわらず, e-

waste の危害は研究や公衆衛生の協議事項の中ではまだそれほど注目されていない。 

目的 

我々は e-waste の規模と健康リスクの概要を提供する。我々は環境ハザード２），特に子供に与える影響

に注目して地球規模の e-waste 問題に由来する健康被害に取り組むための次のステップを示す序文とし

て国際的努力を再考する。 

考察 

e-waste の問題は 10 年以上前から関心が高まっている。e-waste 用地が原因の健康への有害な影響の観

測数がますます増えてきて e-waste 汚染からヒトの健康と環境を守るために呼びかけがなされている。
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たとえ e-waste 曝露への介入と防止の努力が実行に移されるにしても，遺産として受け継がれる汚染は, 

そのまま残り，e-waste が主要な環境衛生への脅威として増していることに対して配慮が必要である。 

結論 

グローバル，国家，地域レベルでの努力は, 生きるために e-waste の処理加工に依存する人々のために

広いセキュリティの問題点を考慮した安全なリサイクル操業の確立を目指して向かわねばならない。こ

れらの努力の中で, 妊婦や子供たちの e-waste 曝露を減少して健康への有害な影響を弱めることこそが

最高のものといえる。ヒトの環境衛生を考慮するとともに，新しい解体方法, 改善技術そして介入のた

めの実践が共同体を守る上で必要である。 

緒言 

1） 電化製品のイノベーションは地球を取り巻く人々の欲望を包み込んで多くのニーズを満足させてい

る。新しい製品が次々と市場に導入されるにつれ，消費者は,今ある電化製品が損傷したり, あるいはた

だ単に時代遅れになったとして取り換えるのである。廃棄された電化製品の大部分は,  世界中で最も早

く増大する廃棄物の流れとなり(Lundgren 2012)環境を汚していく。e-waste は電気電子機器

（Electrical and Electronic Equipment; EEE）のあらゆる型や部品に関係しており，これらは, 所有者

による再利用のための意図もなく廃棄されてきたものである[StEP (Solving the E-Waste Problem) 

Initiative 2014a]。地球規模の e-waste 発生量は 2014 年には 41800 万トンで，2017 年までに 65400

万トンに増加すると予測されている。 

2） E-waste は鉄，アルミニウム，銅，金，銀，そして稀土類金属を含む様々な価値ある物質の回収の

可能性のための資源として世界的に認められている。しかし, 電化製品はこれらの価値ある物質を効率

的に再生するために, あるいはそれらを安全に処理するためにデザインされてきたわけではなかった。

たとえ e-waste の再生回収から経済的利益が得られるにしても, 地球上の e-waste は, これらの価値あ

る物質を抽出するために推定 15%しか完全リサイクルされていないのである(Modak 2011)。 

http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r20
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r30
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r30
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r21
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3） 低所得か中所得の多くの国々では廃棄された EEE の操作と処理は往々にして規制されていない。

安全性への危惧は e-waste が鉛，水銀，クロムに加えて,プラスチックに含まれるある種の化学物質そし

て難燃剤のような有害な成分を含んでいるためである。e-waste の非公式１）な加工処理現場で働く,ある

いは住んでいる人々にとってその近くの大気，土壌，そして水の汚染物質に関連した健康への影響に関

しての証拠資料は増加している(Grant et al. 2013)。健康への悪影響の証拠と e-waste 用地の数の増加

は e-waste 由来の汚染物質からヒトの健康や環境を守るための挑戦を広げている。 

4） この論稿は 2013 年 6 月に開催されたスイス, ジュネーブに本部を置く WHO (世界保健組織;the 

World Health Organization)の e-waste と子供たちの健康の国際的ワーキンググループの中のサブワー

キンググループのメンバーによるものであり, 彼らの議論とそれに続くコンセンサスの結果である。多

様な専門家からなるワーキンググループは e-waste の有害な成分による曝露を減らすための必要性を宣

言し，その戦略を議論した(Alabaster et al. 2013)。 

5） ここで e-waste による曝露が健康に及ぼす有害な影響を述べる前に，我々はこの急激に増えている

有害な産業廃棄物に関連するその規模とリスクの簡単な全体像を通してその背景を示し、環境ハザード

２），特に子供たちに与える影響に関連する国際的な努力を概観する。 2013 年 WHO ワークグループの

提案により，我々は主要な環境衛生的な脅威として e-waste についての認識を喚起させるために国際的

な連携の必要性を勧告した(Alabaster et al. 2013)。我々は非公式の e-waste 加工処理から発生する危害

への介入あるいは防止のための解決策を考案し，それを踏まえて次のステップに取り組むことを結論と

する。 

考察 

 E-waste の規模と流れ 

6） E-waste の莫大な量は地球規模で産出され再分配される。2014 年の推定によると，トップの生産

者は米国で 710 万トン，続いて中国で 600 万トンであった(Baldé et al. 2015)。 産出される e-waste

http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r13
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r1
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r1
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r5
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の量は一人当たりに換算すると，ヨーロッパ内の国々は住人一人当たり平均 15.6kg の e-waste を生み

だしている(Baldé et al. 2015)。中国とアフリカのある国々は世界の e-waste の 80%まで受け取ってい

る。 

7） e-waste はもっぱら裕福な国々によって生み出されているわけではないが，そのような国々は低所

得か中所得程度の収入しかない国々の e-waste 問題に実質的には貢献している。その理由として実際の

製品の機能性に関係なく，再使用（リユース）のための EEE（Electric and Electronic Equipment）の

輸出を認める規制が曖昧なためである。そのために多くの棄てられた EEE の輸出は国を越えて輸送の

枠組みに抵触することになり,バーゼル協定のように国や政治的な境界領域を越えて廃棄物輸送を減らす

ことにつながる[United Nations Environment Programme (UNEP) 2011]。その結果，e-waste は環境

的に健全な方法で効果的に管理する適切なインフラがしばしば不足している国々に発送される(Modak 

2011)。例えば，ガーナでは, 中古の EEE は規制されず拘束されない輸入制度がある。 2009 年にガ―

ナによる EEE 輸入の 70％が中古製品として指定されたが，これらの輸入品のかなりの量は寿命が終わ

りかそれに近いもので速やかに廃棄物として指定された。何故ならば, それらはほとんどあるいは全く

と言っていいほど使用価値がなかったからである(Amoyaw-Osei et al. 2011)。 

8） 4 万人の人々が生活しているガーナの Agbogbloshie 地域は, いかに e-waste の汚染がほぼすべて

の居住者の日常の生活に広く行き渡っているかを示す一つの例である。アフリカの最も大きな非公式１）

な e-waste 投棄と処理の場所の一つであるこの地域におよそ 21 万 5 千トンの中古の消費者用電子機器

が主に西ヨーロッパから毎年輸入される。この地域は工業，商業，居住用地域がかなり重なりあってい

るので，Blacksmith 研究所ピュアアースは Agbogbloshie を世界の最も毒性脅威の高い 10 の地域の一

つとしてランクづけしてきた(Blacksmith Institute 2013)。 

e-waste 中の化学物質と価値ある物質回収の可能性 

9） おおよそ 60 の化学元素が様々な複雑な電子機器に見つかっており，この中には鉛，カドミウム，

クロム，水銀，銅，マンガン, ニッケル，ヒ素，亜鉛，鉄，アルミニウムが含まれている。これらの多

http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r5
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r36
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r21
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r21
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r2
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r6
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くは潜在的に毒性があるか，あるいはそうであると知られている(Grant et al. 2013)。 これらの金属は

配電盤，半導体チップ，ブラウン管，コーティング，バッテリーのような製品に使用されている。電子

機器製品はまたその他に製造工程の部品である様々な潜在的に有害な化学物質を含んでいる。この中に

は難燃剤として利用され，あるいは流体製品，潤滑油や冷却液に供給されていて, 残留性の有機化合物

が含まれている。 

10） 電子機器はまた回収に値する重要な成分を含んでいる。例えば，携帯電話は 40 以上の元素を含

んでおり，その中には銅のような卑金属，コバルトのような特殊金属，金のような貴金属が含まれてお

り，これらはリサイクルに望ましい(StEP Initiative 2014b)。プラチナ，インジウム，ルテニウムなど

の貴金属や特殊金属は現代の電子機器に幅広く使われており, 当然，限られた量で役に立つ(Schluep et 

al. 2009)。ある携帯電話を例にとってみると，銅のような物質の必要量は極めて少ない。地球上の 60

億人の携帯電話加入者を考えると，電子機器製品はある金属の需要を牽引する主要な原動力であること

は明白であり，この需要は収まりそうにもない(International Telecommunications Union 2012)。 

11） 電子機器商品に含まれるリサイクルできる金属は未使用原料を採掘するニーズを抑える可能性が

ある。 しかし，これらの価値ある資源の多くは e-waste の低い収集速度と EEE の不適切なリサイクル

や低い効率の最終処理で毎日失われていくのである(StEP Initiative 2011)。わずか 25％の有効な金属

が非公式１）の e-waste リサイクルにより回収されているにすぎないと推測されている(UNEP 2008)。

いくつかの先進国では効率的で公式的なリサイクルセクターは存在するものの，このセクターは規制さ

れていない非公式１）の e-waste の加工処理に対しての実効可能な解決策を提供していない。適切で効率

的なリサイクルは, 最小の環境被害で価値ある物質を回収するとなると，複雑でコストがかかるからで

ある(Huisman et al. 2007)。 

経済的考察 

12） e-waste の流れは世界の都市から出る廃棄物の中で小さい割合（約 5％）に過ぎないが(Modak 

2011)，中国，インド，パキスタン，マレーシア，フィリピン，ベトナム，ナイジェリア(Lundgren 

http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r13
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r31
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r25
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r25
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r15
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r29
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r35
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r14
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r21
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r21
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r20
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2012)のような低所得か中所得程度の収入しかない国々のリサイクルセクターでは(Modak 2011)重要な

雇用の役割を担っている。おそらく世界で最も大きいと言われる中国（広東省）Guiyu の e-waste リサ

イクル所在地には 100,000 人が e-waste リサイクル労働者として雇用されている(Lundgren 2012)。 

13） 理想的には電気・電子製品の収集は，経済的に価値ある e-waste の成分を確保し，危険な成分を

安全に処理するリサイクルを最大限利用する持続可能性のあるプロセスである(Schluep et al. 2009)。

国境を越える e-waste の移動をより良く管理して, より持続可能性のある処理に向かって努力が実りつ

つある。その上,グローバルな協調,努力に向けた StEP(Solving the E-Waste Problem;電子廃棄物問題を

解決する）構想は高度な専門的知識をもたらし，e-waste からの価値ある資源を抽出する社会的，政治

的，経済的，環境保護のための挑戦を目指している。ナイジェリアやエジプトを含めたいくつかの低所

得，中所得の国々は使い古された EEE (Chaplin and Westervelt 2015)に対する規制を増やすあるいは

説明責任にむけて働きかけている。たとえば，エジプトは 5 年以上使用した EEE の輸入を禁止してい

る(Chaplin and Westervelt 2015)。合法的な EEE の移動，持続可能な製品デザイン，適切なリサイク

ルの実践を求める正しい行動が実行された後でさえ，集められた e-waste から発生する遺産として環境

問題がそのまま残るであろう。さらに,その間に不可欠な経済が安全な処置や有害なパーツの処分をしな

いで利益を最大化するよう助長して e-waste ビジネスを牽引していく。 

労働実践の考察 

14） 不必要な EEE の野放図で無責任な収集，加工，再分散は一時的な用地と居住地，粗雑な職場，

無防備なスペースで働く労働者によって実行される傾向がある。旧式で非公式１）なリサイクル作業が行

われる共同体には貧しい人々が絶望的になって自分自身と家族を食べさせるためにわずかな仕事の可能

性にかけて居住する傾向があり，彼らの第一の関心は個人の健康や安全のための懸念を越えている

(Lancet 2013)。これらの労働者は曝露を最小限にする技術や個人的に保護する装備の知識を入手する方

法もなく, 危険な加工のやり方を用いているかもしれない(Lancet 2013)。さらに驚いたことには子供た

ちの小さな手は機器を解体するのに理想的であるために, 彼らは e-waste リサイクルにふつうに雇われ

ていることである(Lancet 2013)。 

http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r20
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r21
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r20
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r25
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r9
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r9
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r17
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r17
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r17
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15） 一般的な初歩的労働実践には酸の入った容器を使い，被覆電線を燃やし，毒性の高いはんだづけ

をはがし，その結果, 生じる廃棄物質を投棄することが含まれている(StEP Initiative 2011)。酸の容器

を用いて金のような貴金属の抽出する時には，リサイクル労働者は保護服を身につけないで化学的被害

の高いリスクの中でそのまま放置されている。e-waste を解体する労働者は液剤，潤滑油，冷却剤のポ

リ塩化ビフェニル (PCBs)３）や他の分解しにくい有機系汚染物質と直接接触するようになるかもしれな

い(Grant et al. 2013)。ケーブルに含まれる貴重な銅を取り出す操作にはワイアに被覆してあるプラス

チックのコーティングを燃やすことが含まれ，そのために，有害なポリビニルクロライド４），ダイオキ

シン５），フラン，臭化難燃剤，多環芳香族炭化水素を環境に放出することになる。ケーブルが燃える間

に，人々が働き, 暮らす周辺の環境は厚い黒い毒性の煙で覆われてしまう(Asante et al. 2012)。e-waste

を燃やしている間に放出される有害な燃焼副産物が呼吸や皮膚病，眼の感染症，近隣に住む人々のガン

のリスクを増やしてしまう(Robinson 2009)。その結果，労働者やその非公式の施設の中または近くに

住み楽しんでいる人々が慢性的に無数の汚染化学物質により, 直接的に接触や吸入により，間接的には

水や食物の汚染を通して曝露されている(Lancet 2013)。 

 e-waste の曝露と健康リスク 

16） E-waste の曝露は多くの道筋や源，異なる曝露期間があり，さらに化学物質の潜在的な抑制的効

果，相乗的効果，付加的効果があるので複雑なプロセスである (Grant et al. 2013)。曝露の変動性は e-

waste の型と量，用地における加工処理履歴の長さ，加工処理活動の方法と場所, 特に妊娠中の女性と

子供の生理的脆弱性から生じるのかもしれない。e-waste からの汚染が健康への有害な影響をもたらす

程度は知られていないが，非公式１）なリサイクルが稼働する共同体の中あるいは近くに重要な要因があ

ることは信じられている。中国やインドでなされた研究は，e-waste からの有害物質が加工処理してい

る用地を越えて生態系の中に入ってくることを示している(Sepúlveda et al 2010; Zhang et al. 2011)。 

17） 人々は水，空気，土壌，粉塵，食物を含む複数の道筋を通して有害物質によって曝露される

(Norman et al. 2013)。蓄積的な曝露は非公式１）のリサイクル用地が 10 年以上作動している場所で予想

通り高い(Chen et al. 2011)。 例えば，e-waste 用地に近い自宅から集められた米や粉塵の試料の鉛，

http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r29
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r13
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r4
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r24
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r17
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r13
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r26
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r45
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r23
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r10


『市民研通信』 第 36 号                 通巻 182 号 2016 年 8 月 

 

8 
 

 

カドミウム，銅の濃度は最大許可量の二倍近いものであった(Zheng et al. 2013)。 家のほこりを通して

吸入する鉛と結合した米のような汚染食物よる曝露は子供たちを神経毒性や発育途上の有害な影響をも

たらす高いリスク状態にしてしまう(Zheng et al. 2013)。 

18） 子供たちは独特なやり方で環境と相互作用するので大人よりそのサイズに応じて毒物の量をより

過剰に受けるようだ。食物は重要な曝露の源で，子供たちは大人より体重 1 ポンドあたりより多くの食

物を食べ，より多くの水を飲む(Suk et al. 2003)。e-waste 用地の母親からの母乳は毒物により多く曝露

されており，対照用地の母親からの母乳と比較するとダイオキシン５）のような毒物によってより多く曝

露されている(Asante et al. 2011; Chan et al. 2007)。 幼い子供たちによくある手から口への行為はほ

こりや玩具を通して化学物質の曝露を増加させてしまう（Landrigan et al. 1998）。子供たちの未熟な

システムはいくつかの毒性のある物質を効果的に処理したり, 排出できないので、化学物質は子供たち

の体内に蓄積しやすくなる(Suk et al. 2003)。 

19） 曝露が直接的であろうとなかろうと，e-waste でよく見いだされる個々の有害な物質の多くが及

ぼす健康と環境への影響の研究は子供を含めて, 既存の研究により十分に確立されている(Grant et al. 

2013; Lundgren 2012)。発表された e-waste と子どもの健康の再検討は住居と職業から起こる曝露，特

異な化学的と物理的ハザード，最近の研究の進捗，そして曝露評価に使用された方法論を含んでいた

(Grant et al. 2013)。レビューに含まれる研究として, 子供と妊娠女性の血清は e-waste で認められる多

くの汚染物質を含んでいたことが確認された。Grant et al. (2013)らは e-waste による曝露がもたらす

健康への影響は真実のようであり，甲状腺機能の変化、さらには細胞発現や機能を変化させ，有害な新

生児のアウトカム６）ばかりか，認知的あるいは行動の変化もひきおこし，肺機能の低下もありうると結

論づけた。 

20） いくつか知られている神経系毒性物質が e-waste に見出されている。例えば，鉛，水銀，カドミ

ウムや臭化難燃剤で，これらは子供の不可逆な認知障害や一生を通して行動や運動の機能不全に陥らせ

る(Chen et al. 2011)。子供たち自身あるいは近くの住民による解体作業を通して子供たちは吸入，皮腐

接触，あるいは経口によって煙霧や粉塵に含まれる毒性のある物質を取りこんでしまう(Grant et al. 

http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r46
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r46
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r34
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r3
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r8
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r34
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r13
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r13
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r20
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r13
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r13
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r10
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r13
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2013)。子供たちばかりでなく感受性の高い胎児にとって間接的な曝露ルートは, 汚染された空気や飲み

水を含んでいる(Grant et al. 2013)。 子供たちの曝露変動性はそれ故に親の加工処理用地に対する関わ

り合い方に依存しているとともに，それは家庭の中あるいは家庭から離れ，そして子供の日々の活動に

も関係している(Chen et al. 2011)。 

21） まとめとして, 多くの人々の健康は子供に対する特別な気がかりとともに e-waste から生じる汚

染物質によって害されている。有害物質は廃棄された EEE から人々が空気，水，土壌，そして彼らが

食べる食物も含めて環境を通して移動するのである。それ故に非公式１）の e-waste を受け入れて取り扱

っている多くの場所では有害な環境衛生への脅威は直接的なものである。 

 国際的に対等な関係と連携努力 

22） e-waste の問題は何十年の間に積み上げられたものである。1980 年代には有害な廃棄物が国境を

越えて輸送され処理されることが注目を集めるようになった。いくつかの工業国は無節操にお金をかけ

ないで自分たちの有害な廃棄物の処分を海外に求めた(Cunningham and Cunningham 2004; Vir 

1989)。その結果がバーゼル条約であった(UNEP 2011)。その後に影響を受けやすい住民に対する環境

の脅威が何年にもわたり国際的グループによって検討された。ここで明らかに語られたすべての努力が

e-waste に向かったわけではないが，全体としてその活動は現在の e-waste 問題の取り組みに対する進

捗状況を示している。年代順に追うと，この国際的努力による資料の収集が e-waste 曝露からの危害を

減らし防ぐために既存の努力を積み上げ, 我々の示唆する次のステップへとつながる。 

バーゼル条約  

23） 国際連合環境計画（the United Nations Environment Programme，UNEP）の賛助の下で協定

が結ばれ,1992 年に入るとその条約は国境を越えた動きと有害でかつその他の廃棄物の処分を規制して

いる。なにより重要な目標は有害な廃棄物の影響からヒトの健康及び環境を保護することである(UNEP 

2011)。バーゼル条項の下で事前の非公式に同意された構想に基づいて輸入する国が文書で書かれた同

http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r13
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r13
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r10
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r11
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r39
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r39
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r36
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r36
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r36
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意によってのみ輸出は進めることができる。しかし，e-waste として正確に分類，輸出される EEE の量

に関して信頼できるデータはないので, 条項は監視することにつながりにくい。 

小児健康環境疫学に関するバンコク声明 

24） タイのバンコクで 2002 年に専門家の国際グループは子供の健康と環境の脅威を議論した。 彼

らはネットワークの発展に託し，WHO に保護と予防，ヘルスケアと研究，自立の促進と教育，小児健

康環境疫学を改善するために知識を行動に移すよう主張し推進した(WHO 2002)。  

E-waste 問題イ二シアティブの打開策 

25）  2007 年に正式にスタートした StEP イニシアティブは, 環境的, 経済的, 倫理的に健全な e-

waste の回収，再使用，予防をグローバルに管理し進展に導くように努力し, 研究，分析，さらに産業

界，国際機関，政府，非政府組織，大学からの代表の対話を促進するものであるとしている(StEP 

Initiative 2011)。 

バリ宣言 

26） ヒトの健康と暮らしのための廃棄物管理に関するバリ宣言が 2008 年に採用された。バリ宣言で

は，十分に管理されていない廃棄物は環境，ヒトの健康，そして持続可能な暮らしに深刻な影響を与え

る可能性があることが主張された。 

子供の環境衛生へのアクションのためのプサン誓約 

27）  韓国共和国のプサンで 2009 年に開催された小児健康と環境に関する第三回国際会議は古くて新

しい環境の脅威が家庭，学校，行楽地，保健医療，他の共通の小児期の環境にあったと認めた。 その

結果なされた誓約は子供たちの健康と発育に影響を及ぼす電子機器の廃棄物を含めた環境因子の認知，

評価, 研究を推進させるよう WHO に強く促した(WHO 2009)。 

http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r41
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r29
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r29
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r43
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E-waste と子供たちの健康に関するジュネーブ会議 

28） 2013 年に WHO により召集された参加者は曝露，健康への懸念，研究のギャップ，成功した介

入を含む e-waste と子供たちの問題点を見直した(Alabaster et al. 2013)。参加者は e-waste が子供たち

の健康に及ぼす脅威についての意識を高めるように合意した。すなわち, e-waste 管理に関与する専門家

と国際的な利害関係者のネットワークをつくり，曝露を防ぎ減少させるために具体的な介入のための計

画を立て，準備し，関わることである。彼らは e-waste と子供たちの健康についてのジュネーブ宣言を

発表し，その中で科学的報告は e-waste の不適切な管理についての懸念を支持すると述べている

(Alabaster et al. 2013)。 

29） 彼らはそれ故に EEE のすべてのライフサイクル局面に巻き込まれてしまう人々の安全性を中で

も脆弱な住民，特に子供と成長しつつある胎芽，胎児を守ることに焦点をあてて (Alabaster et al. 

2013)彼らを守るための方法を立案することを主張した。宣言は以下のことを力強く推奨している。有

害な e-waste の曝露を防ぎ減少させ，そして今ある規制を強めるために世界中に基準の実施を広め, 一

方では，健全な e-waste の管理のためにより正確に規制することをきちんと展開させていくことであ

る。確かなデータのギャップにもかかわらず，著者らは健康への危害を及ぼす高リスクは直接の介入を

正当化したことに同意した。彼らは e-waste に関連する公衆衛生の問題点を効果的に管理するために経

済的，技術的, 人的資源が明らかにされ，提供されるべきであると決定した。同時に彼らは貧しさを減

らすことが長期間の e-waste の課題を解決しやすくすることを認めた(Alabaster et al. 2013)。 

環境と健康のための環太平洋協議会 

30） e-waste と子供たちの健康に関するジュネーブ宣言に呼応して，2013 年の環太平洋連合協議会は

“WHO の E-waste と小児健康イニシアティブ”の公式の立ち上げの主催を務めた(Sly 2014; WHO 

2013)。イニシアティブは子供たちについて特別に重要視して， e-waste 曝露の主な源と生じてくる健

康への影響を突き止める必要性を認めることを含めた。それ故に地球規模，国, 地方のレベルでイニシ

http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r1
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r1
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r1
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r1
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r1
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r27
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r44
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r44
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アティブは, e-waste のハザードに最も脆弱な住民の社会経済的状況を考慮して防止や介入の戦略を明ら

かにしようとしている。 

E-waste 問題に取り組む 

31） 我々は e-waste と環境衛生に関わる深刻な関心事についての国際的監視にむけて，特に脆弱な住

民の中での e-waste 処理法に関連した条件を明らかにし，研究，さらなる改善のために既存の努力を考

慮に入れた。バーゼル条約に用いられた用語を明らかにして非廃棄物から廃棄物を区別する努力が現在

進行中である(UNEP 2015)。また ZeroWIN（産業廃棄物ゼロを目指した産業労働者のネットワーク）

のようなプロジェクトは電化製品のライフサイクル６）のデザイン面に取り組むことにより e-waste 減少

を目指している(Luepschen et al. 2013)。これらのイニシアティブがたとえ成功したとしても，遺産の

汚染が土壌，堆積物，水に残るであろう。いかにこの汚染を最善に除去するかを学び，生じる曝露の影

響を理解するために強力な研究が必要とされている。加えて，経済的な生存のために，現実には相当な

非公式１）のリサイクルがなお続けられるであろう。 潜在的な健康影響についての教育は、以前あるい

は現在あるリサイクル用地の近くにただ単に住んでいる労働者や人々にとって必要である。加えて，新

しい解体方法及び技術がそれらの適切な利用についてのトレーニングとともにコミュニティを守り携わ

るために必要である。 

32） 我々は, e-waste への介入のためのフレームワークがヒトの安全性の概念を含むことを信じてい

る。米国によって明確にされているようにヒトの安全性は 7 つの主な範疇である経済，食糧，健康，環

境保護，人間性，コミュニティ，政治を含むものである(United Nations Development Programme 

1994)。ヒトの安全性のゴールは拡大し, 横断的に今, 現れてくる脅威に応じて人々の生存と暮らしの尊

厳を守ることである。E-waste はそのような脅威である。我々は地球，国家，地域のレベルで，わかり

やすいなにより重要な目的を持って介入を薦める。すなわち，脆弱な人々の安全性の問題点を認知し考

慮する安全な e-waste リサイクル操業を成し遂げることである。 

http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r37
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r19
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r38
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r38
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33） 次のセクションでは，我々は地球規模の e-waste 問題に取り組む次のステップのための領域を示

す。 

子供たちの e-waste 曝露を減らし健康への有害な影響を和らげる 

34） 子供たちの e-waste の直接的，間接的曝露による健康影響に焦点を当てることは国際的共同体の

優先度の高いものでなければならない(Grant et al. 2013)。子供たちは成長過程において多くの科学的, 

生物学的，物理的媒介の影響に大人より敏感な特別の時期を持っている(Suk et al. 2003; WHO 2006)。

個々の e-waste 成分の多くがよく研究され，毒性が極めて高いことは知られているので，それらが組み

合わせによってさらに毒性が高まると推定される。 

35） 子供たちの特異な脆弱性と有害な健康上のアウトカム６）により高まる感受性が多くの因子，例え

ば栄養不良によりさらに悪化されてしまう(Suk et al. 2003)。そこで e-waste の危険から守るために包

括的で予防的なアプローチが必要である。これらの努力にはそれ故に 10 年以上前にバンコク声明に述

べられた概略の中で子供たちの環境衛生を推進するための広いアプローチを含まねばならない(Suk et 

al. 2003)。その声明の中では人口増加，土地・エネルギー利用パターン，居住環境の崩壊，生物多様性

の喪失，気候変動に取り組むことが呼びかけられた。このすべてを包括する戦略は因果関係の十分な証

拠が得られる前の介入が効果的であるという考え方に基づいている(Sly et al. 2014)。危険の可能性を考

察すると，e-waste リサイクリングの多量に存在する有毒な化学物質の潜在的な曝露ゆえに(Lancet 

2013)，予防原則(Suk and Olden 2004)に続き腫瘍学と環境科学のヨーロッパ Ramazzini 財団により推

奨されるアプローチが必要とされる(Grandjean et al. 2004)。 

 e-waste 労働者の保護に取り組む. 

36） e-waste 汚染に関連した防止と介入戦略から，貧しい人々が少なくとも短期間 e-waste リサイク

ルに非公式に働き続けるであろうことは認めなければならない。銅のような原材料の大きな需要から得

られる経済的利益はあまりにも大きく,他のケースでは期待できないからである。 

http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r13
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r34
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r42
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r34
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r34
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r34
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r28
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r17
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r17
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r33
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r12
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37） 介入による解決に向かうための出発点として“ベストな二つの世界”と呼ばれる StEP イ二シアテ

ィブのフレームワークが新興経済国における e-waste 処理の哲学的，実用的やり方を提供している

(Wang et al. 2012)。要するに，低所得から中間所得の国々においてはそのアプローチは e-waste を手

で解体していくことを維持しており，一方で危険な部分はその後, グローバルな市場におけるハイテク

の最終処理施設に送られ処理される。中国やインドの試験的なプロジェクトは環境，安全性，経済的利

益のあるこのスキームの成功した実施例である(Wang et al. 2012)。 

38） 国際的なコミュニティは e-waste セクターが銅や希土類金属のような価値ある物質を回収する持

続性リサイクルのように経済的機会を得ることができることを認めなければならないとしている。正し

く理解するとともに，政策立案者は労働者を教育し守る安全なシステムをつくる挑戦にまで高めなけれ

ばならない。複数の部門の e-waste 政策は環境，経済，社会そして健康の面でそれらの発展を実施に参

加する多様な利害関係者とともに取り組む必要がある。効果的な政策を展開することは特に環境を規制

し，商業を支える堅実な歴史観のない国々では特に難しいはずである。公式と非公式１）の e-waste の処

理部門を結びつける努力は複雑な仕事となるであろう。加えて，政策発展に関係する利害関係者は今あ

る政策の効果に気がつかないのかもしれない(Kuehr and Magalini 2013)。 

介入のための包括的な知識基盤の構築 

39） 防止の必要性を支持するための証拠の基礎はしっかりしたものであるが，よき介入と防止の実践

はうまく展開していない。最初のステップとして e-waste の労働者や家族の健康を保護する上で今ある

介入や効果を評価する必要性がある。 e-waste リサイクルに取り組むことができたいずれの場所も地

域文化やリサイクルの実践に基づいて異なるので，技術的補助もそのようになされるべきである。イノ

ベーションは地域の背景に関係すべきものである。地域の状況に適したアプローチが選ばれ, 作り上げ

られる技術補助のための最もよいやり方について確かな包括的な知識体系が展開される必要がある。 

40） さらに技術的補助サービスの利用を促進するサポートシステムを展開する必要性がある。一貫性

のないまたは欠陥のある技術，労働スキル，労働規範，資金供給は技術革新的な持続可能な e-waste リ

http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r40
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r40
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r16
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サイクル事業には障害である。例えば，非公式なリサイクルに携わる人々は e-waste の最も価値ある成

分をすばやくしかもお金がかからない取り出しに焦点を当てている。そればかりか，利益を減らし加工

処理の時間を増やす防止処理や装置は望ましくないものとしてみなされる傾向にある(Kuehr and 

Magalini 2013)。これらの労働者は毒物曝露に気づき，自分自身や子供を守るために備えるべき専門的

な健康についての指導や道具や防止の対策を必要とするであろう。これらの変化を受け入れることは経

済的かつ健康の観点から望ましい。 

共同体を守り携る技術者の解決策 

41） e-waste 事業は労働者や全体の共同体のために保護しかつ曝露を減少させる努力を実行すべきで

ある。加えて, 再使用できない有害なパーツや装置の長期的な処理は負の遺産となるような汚染を避

け，共同体を守ることに取り組まれなければならない。 e-waste 問題の解決は同様に製品のライフサ

イクルを長引かせる EEE の再デザインを促進することが必要である。 

42） 地域の不安とニーズを積極的検討する環境条件を改善するためには, 共同体が伝える工学的解決

によってなされる。e-waste の曝露を減らす目的の研究と予防，介入，改善戦略のための地域の状況を

考えるモデルとして米国の NIEHS( U.S. National Institutes of Health, National Institute of 

Environmental Health Sciences)と SRP(Superfund Basic Research and Training Program) (Suk et 

al. 1999)があげられる。SRP では, 技術者が地域の環境をつくる解決法を考案するために共同体で公衆

衛生の専門家と直接共同研究し，共同体に住む人々がより健康になるような解決法を見出すために研究

者がモデルを利用している。このモデルは研究者と政府機関の間に効果的な境界を提供し, 関連した活

動を調整する上で役に立つ。それはまた最も重要な情報の翻訳を促進し，種々の専門的なディシプリン

７）の中で情報を理解しやすくし、影響を受けた共同体の中で効果的なコミュニケーションや実践のため

に重要である。複数の方向性のある関与は関連性のある健康の問題に取り組むために必要なより広い理

解を展開する上で役に立つ。 

http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r16
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r16
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r32
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r32
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43） 国際的な研究者，公衆衛生の実践家，政策立案者は実利的な解決を採用する道筋を言及してい

る。20 人ぐらいが関わる国際的グループの WHO (2013)は診断，予防，そして環境曝露に関係する子供

時代の病気の管理を改善するために健康管理監視者のための訓練パッケージを発展させた。人間中心の

デザインは変化に対する人々の望みに対処し, 財政的に実現性があるのみならず技術的そして組織的に

可能な解決を生みだす戦略をつくりだすために利用できるもう一つの参加のアプローチである。これら

と他の方法が e-waste 問題を調査し，取り組む組織によって採用されることができた。 

結論 

44） 国際協力により，我々は e-waste の処理が子供たちにもたらす潜在的な危険について意識を高め

ることができる。我々は，e-waste が引き金になる環境衛生の問題に気づくことが多くなるように求め

ている。何故ならば，貧しい人々に特に影響があるからである。従って多方面の介入を促したい。出発

点として e-waste が引き金となる子供たちの健康への環境的な脅威は NIES（2014）の WHO 環境衛生

共同研究センターの焦点である。このセンターを通して e-waste と子供たちの健康に関するジュネーブ

会議(Alabaster et al. 2013)で形成されたネットワークが予防と介入の戦略に取りかかるために強化され

るだろう。我々はさらに我々の提案を他の共同作業的な方法により探求されることを見ていきたい。 

45） WHO は別個に介入を提携させ，健康リスクへの意識を高め，e-waste 問題に取り組むために国

際的な政策立案者とのコミュニケーションに重要な役割を果たすであろう。NIEHS と大学を基盤とし

た科学者および小規模ビジネスの研究者の連携は e-waste からの有害な物質が及ぼす子供たちへの曝露

に関するトランスディシプリナリ９）な研究のためのフレームワークを提供することに貢献できる。加え

て，国際的な利害関係者が子供たちの環境衛生の会合をいつ開くことになっても，e-waste の生産能力

の向上，曝露減少，子供たちの病気の負荷を防ぎまたは減少させる計画に取りかかるべきだ。 

 

訳注 （訳者らが調べたもの） 

http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r44
http://ehp.niehs.nih.gov/15-09699/#r1
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1) 非公式（informal） 

公式に自治体などで認められたものではなく、小規模業種のもぐりに近い形態 

2) ハザード（hazard） 

危険の原因・危険物・障害物などを意味し、潜在的危険性をさす場合もある。 

3) ポリ塩化ビフェニル(polychlorinated biphenyls, PCBs) 

化学的に合成された有機塩素化合物の一つで、ベンゼン環が二つ結合したビフェニルと呼ばれる物質

に含まれる水素(10 個)が塩素に置き換わった化学物質です。置き換わった塩素の数や位置により 209

種類の異性体があって、これらを総称して PCB(ポリ塩化ビフェニル )という。同じ略語の

PCB(printed circuit board)と区別するために PCBs を用いる場合がある。無色透明で化学的に安定

で、耐熱性、絶縁性や非水溶性など優れた性質を持っていたため変圧器やコンデンサ・安定器などの

電気機器用絶縁油や感圧紙、塗料、印刷インキの溶剤などに、幅広く利用される。一方、生体に対す

る毒性が高く、脂肪組織に蓄積しやすい。発癌性があり、また皮膚障害、内臓障害、ホルモン異常を

引き起こすことが分かっている。 

4) ポリビニルクロライド（polyvinyl chloride、 PVC） 

塩化ビニル樹脂とも言う。塩化ビニル（クロロエチレン）を重合した熱可塑性のプラスチック。用途

としては、上・下水道管、継手、雨樋、波板、サッシ、床材、テレビのキャビネット、壁紙、ビニル

レザー、ホース、農業用フィルム、ラップフィルム、電線被覆、パイプ、波板、レガー、フィルム、

重合材料など一般消費財から、生産資材まで幅広く使われる。 

5) ダイオキシン（dioxine） 

発癌性などの毒性が特に高く，環境汚染による人間の健康や生態系への影響が最も懸念されている有

機塩素化合物。 意図的には製造されておらず，農薬の製造や，塩化ビニル，塩化ビニリデンなど塩

化プラスチック系の物質が燃焼する際，有機物と反応して発生する場合が多い。 

6) アウトカム（outcome） 

原因に対する曝露または予防的、治療介入から生じるすべての起こりうる健康上の結果。 

7) ディシプリン(discipline) 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%94%9F%E7%89%A9
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%94%9F%E7%89%A9
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%AF%92
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%84%82%E8%82%AA
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%84%82%E8%82%AA
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%99%BA%E7%99%8C%E6%80%A7
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%9A%AE%E8%86%9A
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%86%85%E8%87%93
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%9B%E3%83%AB%E3%83%A2%E3%83%B3
https://kotobank.jp/word/%E7%92%B0%E5%A2%83%E6%B1%9A%E6%9F%93-469506
https://kotobank.jp/word/%E6%9C%89%E6%A9%9F%E5%A1%A9%E7%B4%A0%E5%8C%96%E5%90%88%E7%89%A9-157785
https://kotobank.jp/word/%E6%9C%89%E6%A9%9F%E5%A1%A9%E7%B4%A0%E5%8C%96%E5%90%88%E7%89%A9-157785
https://kotobank.jp/word/%E5%A1%A9%E5%8C%96%E3%83%93%E3%83%8B%E3%83%AB-38000
https://kotobank.jp/word/%E5%A1%A9%E5%8C%96%E3%83%93%E3%83%8B%E3%83%AA%E3%83%87%E3%83%B3-37998
https://kotobank.jp/word/%E3%83%97%E3%83%A9%E3%82%B9%E3%83%81%E3%83%83%E3%82%AF-126128
https://kotobank.jp/word/%E6%9C%89%E6%A9%9F%E7%89%A9-650506
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学問領域、専門分野という意味で用いられる。 

8）トランスディシプリナリ-（transdisciplinary） 

ディシプリンを超えて問題解決のために総合的にアプローチする知的活動の形態で、本論文ではステー

クホルダー間の調整の意味合いはない。 
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